
「健康しが」活動創出支援事業にかかる質問回答
令和5年5月26日現在

№ カテゴリ 質問内容 回答 備考

1 補助対象者

1. 補助金申請時点で「健康しが」共創会議参画団体に
応募していることが必要ですか？

1.応募申込時点で「健康しが」共創会議に参画している
必要はありません。

4/24掲載

2 補助対象者

2. 補助事業の推進に当たって、補助金申請時点で「健
康しが」共創会議に参画している団体との連携が必須とな
りますか？

2.連携先の団体が必ずしも「健康しが」共創会議の参画
団体である必要はありません。

4/24掲載

3 補助対象経費

3. 補助事業の実施に当たり、既に事業で使用している器
材を活用しようとしていますが、その器材がリース契約をして
いる場合は、補助事業実施期間中のリース料の支払は補
助対象経費として申請は可能でしょうか？

3.募集要項「Ⅰ　補助事業の内容」「６．補助対象経
費」の「（２）補助対象経費として認められないもの」にあ
るとおり、補助金交付決定日より前に行った契約に係る経
費は対象外です。

4/24掲載

4 提出書類

4. 補助対象経費は、消費税額抜きの金額での申請金額
かと思いますが、消費税の課税事業者か免税事業者であ
るかの記載場所がなかったかと思いますが、申請時には不
要ということでよかったでしょうか？

4.消費税額込みで申請いただいて構いません。また、当補
助金は課税事業者、免税事業者どちらでもご応募いただ
けます。ただし、消費税法第30条第1項に規定する「仕入
れにかかる消費税額の控除」の適用を受ける事業者である
場合、交付要綱第12条にあるとおり、消費税額確定後に
「消費税等仕入れ控除額報告書（別記様式第5）」をご
提出ください。なお、補助金に係る消費税等仕入れ控除
税額があることが確定した場合には、当該消費税等仕入
れ控除税額を県に返還する必要があります。

4/24掲載

5 提出書類

5. 補助対象経費の申請については、見積書は不要でしょ
うか？
見積書が必要な場合は、見積書の有効期間はいつまでの
ものにしておいたらよろしいでしょうか？

5.見積書は不要です。「Ⅲ　応募申込書の提出」の「１．
提出書類」にあります「③積算詳細（別紙２)」をご提出く
ださい。 4/24掲載

6 審査

6. プレゼンテーションが必要になるということですが、1団体
何分程度の時間となりますか？
動画を用いたプレゼンテーションをしてもよろしいでしょうか？

6.今年度の予定時間は現時点で未定です。参考ですが、
昨年度はプレゼン8分、質問10分で行いました。プレゼン
テーション審査会でご使用いただける資料は、応募書類の
みです。

4/24掲載

7 補助対象経費

1.賃金について
パート従業員がいますが、この事業を実施するために本来
の就業時間以外に勤務する必要があり、その事業にかかっ
た分の賃金は補助経費として申請できるでしょうか？

1.募集要項「Ⅰ　補助事業の内容」「６．補助対象経
費」にあるとおり、賃金については交付対象事業の実施の
ために臨時に雇用する場合に限り認められますので、今回
の場合は対象外となります。 5/10掲載

8 補助対象経費

2.備品購入費について
当社には、本来の業務に使えるパソコンが1台しかないた
め、この事業に使用できる専用のパソコンまたはタブレットを
購入したいと思いますが、事業経費として予算に計上でき
るでしょうか？

2.事業実施に不可欠と認められる場合のみ備品購入費と
して計上可能です。ただし、事業全体経費の2分の1以下
としてください。なお、当補助金で購入した備品の目的外
使用は認められないので、ご注意ください。

5/10掲載

9 補助対象経費

3.通信運搬費について
事業で使った電話代、通信費、などは本来の事業と区別
することが難しいと思いますが、どのように予算に計上したら
よろしいでしょうか？

3.募集要項「Ⅰ　補助事業の内容」「６．補助対象経
費」の「（２）補助対象経費として認められないもの」にあ
るとおり、補助金交付決定日より前に行った契約に係る経
費は対象外です。そのため、補助対象事業の開始前から
契約していた回線に係る経費は対象外です。

5/10掲載

10 補助対象経費

4.保険料について
事業でスタッフが活動したときに、加入できる傷害保険は含
まれますか？

4.当補助事業のための保険は対象になります。

5/10掲載

11 補助対象事業

こちらの補助金の性格として、補助金を受ける団体
に、利益が出ても良いのか、あくまでもボランティア
の事業のみであるのか教えていただけないでしょう
か？

利益が出ても構いません。ただし、募集要項「Ⅰ　補助
事業の内容」「４．補助対象となる事業」の「（２）補助対
象とならない事業」に「①専ら営利を目的とするも
の」がありますので、利益を生むことを主目的とした
事業は対象外となります。

5/12掲載

12 補助対象事業

1.当該補助金は、活動創出が目的である趣旨ではご
ざいますが、昨年実施した当企画で申請することは
可能なものでしょうか？
補助金活用できれば、昨年とはまた違った要素が盛
り込めるため、確認させていただきたく存じます。

1.募集要項「Ⅰ　補助事業の内容」「４．補助対象とな
る事業」にあるとおり、当補助金では「事業1年目の活
動を助成する」こととしています。したがって、基本的
には新規の事業を想定しておりますが、ご質問のよう
に既存事業に新しい要素を追加して実施する場合
は、新規事業として判断することも可能です。

5/12掲載



令和5年5月26日現在
№ カテゴリ 質問内容 回答 備考

13 補助対象事業

2.イベントの中で、学生や企業、様々な団体が企画を
行いますが、そのような企画単位で申請することは
可能でしょうか？
もちろん、制度の趣旨である翌年以降も独立した事
業として継続することを見据えたことを前提で考え
ております。

2.各団体の取組が当補助金の要件を満たしていれ
ば、各団体から応募いただいて構いません。なお、応
募できる件数は1団体につき1件です。

5/12掲載

14 補助対象者

大阪市で登録の学生ボランティア主体のNPOで滋賀
県のキャンプ場で滋賀の子どもたちを主に対象とし
て活動しています。申請資格はありますか？

対象者が滋賀県内であれば、活動団体が県外の団体
でも問題ありません。

5/12掲載

15 その他

単独企業での応募はNGとありますが、協業先したい
企業が健康しがの参画企業の中にあり、過去にコネク
ションがない場合はご紹介などして頂けるのでしょう
か？

事業が採択されましたら、事務局からご希望される
団体等におつなぎします。

5/12掲載

16 提出書類

別紙２の積算詳細ですが、事業年度が約２年ですが、
当初より２年の積算が必要ですか。

令和6年2月29日までの経費を積算詳細にはご記入
ください。

5/12掲載

17 補助対象事業

滋賀県内のみの活動に対する助成でしょうか？ 滋賀県内の活動のみが対象となります。

5/12掲載

18 補助対象者

大学生主体の団体枠という定義はNPOにもあては
まりますか？

大学生枠については、活動主体が学生かどうかで判
断しますので、NPO法人であっても、学生が主体的
に取り組んでいれば対象になります。 5/12掲載

19 補助対象経費

事業の利用者から利用料をいただいてもよいか。 問題ありません。見込まれる収入を「積算詳細」の収
入欄にご記入ください。

5/12掲載

20 その他

他団体との連携ということですが、滋賀県内の団体
ですか？

連携先の団体は滋賀県内外問いません。

5/12掲載

21 その他

過去の倍率等はどの程度でしょうか？ 令和4年度は応募件数39件、そのうちプレゼンテー
ション審査に進んだのは9件、最終的に採択されたの
は6件です。ただし、令和4年度は、子ども・青少年局
所管の事業も併せて募集しており、その分はこの件
数には含まれておりません。

5/12掲載

22 補助対象事業

滋賀県産の植物から抽出された成分を使い、男性用
スキンケア商品を開発しようとしております。製作費
は助成対象でしょうか？

対象となります。募集要項「Ⅰ　補助事業の内容」「６．
補助対象経費」の費目のうちどの費目で計上するか
は、団体でご判断ください。 5/12掲載

23 その他

連携団体としては、使用している施設（キャンプ場）の
運営団体も含まれますか？

場所を借りるだけでは連携団体に含めることはでき
ませんが、取組実施のため主体的に関わっていく場
合、連携団体に含まれます。 5/12掲載

24 補助対象者

個人事業主でも応募できますか？ 個人での応募はできません。ただし、任意団体であれ
ば応募いただけます。

5/12掲載

25 その他

協業を希望する企業様がある場合、どちらにご連絡
すればよろしいでしょうか？滋賀県の健康寿命推進
課様宛で宜しいでしょうか？

提出書類のうち「事業計画書」の「（４）連携が見込ま
れる団体等および連携先に期待する役割」に連携を
希望する団体をご記入ください。事業が採択されま
したら、事務局からご希望される団体等におつなぎし
ます。

5/12掲載

26 補助対象者

任意団体は何人必要ですか？ 人数の制限はございません。

5/12掲載



令和5年5月26日現在
№ カテゴリ 質問内容 回答 備考

27 補助対象事業

事業広報のためのホームページ作成や、動画撮影に
かかる経費は対象になりますか。

補助事業にかかる取組であれば対象になります。

5/12掲載

28 補助対象経費

大学で事業を実施する際に対象者が大学まで来る交
通費を経費で申請することは可能でしょうか？

募集要項「Ⅰ　補助事業の内容」「６．補助対象経費」を
ご確認いただき、事業にかかる分と判断できるもの
は対象となります。 5/12掲載

29 補助対象事業

助成対象事業は継続的にとのことですが実施回数な
どについての縛りはありますでしょうか。

回数の制限はございません。ただし、どの程度実施予
定かは「事業計画書」に具体的にご記載ください。

5/12掲載

30 補助対象事業

他から助成金を受けている場合、事業対象が明確に
分けられていればOKですか？

募集要項「Ⅰ　補助事業の内容」「４．補助対象となる
事業」の「（２）補助対象とならない事業」で「同一事業
において行政による他の補助金等を受けているも
の。ただし、補助対象経費が明確に区分できる場合は
この限りではありません。」とありますとおり、経費が
明確に区分できる場合は問題ありません。ただし、提
出書類の「積算詳細」に、その旨が分かるよう収入欄
にご記入ください。

5/12掲載

31 補助対象事業

養成講座受講のための助成は対象事業となります
か。

当補助金の目的に沿う事業であれば、構いません。

5/12掲載

32 補助対象経費

対象となる賃金と対象外となる人件費の違いはなん
でしょうか。

募集要項「Ⅰ　補助事業の内容」「６．補助対象経費」に
ありますとおり、「交付対象事業の実施のために臨時
に雇用する」方に対する賃金のみです。常勤職員に対
する人件費は対象外です。

5/12掲載

33 補助対象事業

参加対象者はある一定の方々のみでも構わないので
しょうか。

当補助金の目的に沿う事業であれば、構いません。

5/12掲載

34 補助対象事業

事業実施初年度から他の団体と連携しなければいけ
ないのか。

事業初年度から他団体と連携して実施する活動が対
象となります。

5/12掲載

35 その他

自団体以外の企業・団体・学校・自治体の「団体」も任
意の団体でもよろしいでしょうか？さきほど任意の
団体に人数制限がないということですが、個人以上
の２名でもいいということですか？

連携先として任意団体も可です。また、任意団体の人
数についてはお見込みのとおりです。

5/12掲載

36 補助対象事業

連携先も団体の必要がありますか？アプリケーション
を開発しようと思っておりますが、アプリ開発先も団
体である必要がありますか？

連携先は団体である必要がございます。アプリ開発
を委託されるだけの場合、その相手が個人であって
も団体であっても連携とは判断されません。ただし、
アプリ開発の企画などの段階から協働して行う場合、
その相手が団体であれば連携と判断できます。誰と
どのような目的で連携を行うかが分かるよう、「事業
計画書」の「（４）連携が見込まれる団体等および連携
先に期待する役割」にご記入ください。

5/12掲載

37 その他

どういった取組を連携というのか。 他団体と企画等の段階から協働して事業を実施する
ことです。 5/12掲載

38 審査

プレゼンテーション審査会後の結果通知はいつ頃に
なりますか？

6月末ごろを予定しております。

5/18掲載

39 補助対象経費

結果通知のあった日が交付決定日として、事業期間
の開始となりますか？それ以前にかかった経費は対
象事業に対するものでも計上は不可ですか？

交付決定日以降に開始した事業が対象です。また、通
知前に実施した分にかかる経費は補助対象外です。

5/18掲載

40 その他

総事業費のうち自己資金の割合は決まっています
か。

当補助金は定額補助のため、自己資金の割合は決
まっておりません。 5/18掲載

41 補助対象経費

すでに雇用している職員に対する賃金は対象になる
か。

募集要項「Ⅰ　補助事業の内容」「６．補助対象経費」に
ありますとおり、「交付対象事業の実施のために臨時
に雇用する」方に対する賃金のみです。すでに雇用し
ている職員に対する人件費は対象外です。

5/18掲載



令和5年5月26日現在
№ カテゴリ 質問内容 回答 備考

42 補助対象経費

1.新事業実施にあたり、HPを更新したいと考えてい
ます。HP更新のための指導を受ける場合、それにか
かる謝礼は補助対象となるか。

1.HP更新が新事業の実施のために必要ということ
であれば、認められます。

5/18掲載

43 補助対象経費

2.対象となる場合、どの費目で該当になるか。 2.諸謝金での支出としてください。

5/18掲載

44 その他

事業を実施する中で当初の見積もりから事業費にズ
レが生じる場合、どのように返金したらよいか。

当補助金は、事業終了後に精算払いすることとして
おりますので、基本的に返金は生じません。場合に
よっては、概算払いも可能ですが、その際お渡しでき
る上限額は交付決定額の2分の1です。事業を実施す
る中で、見積額と実績額にズレが生じることが判明し
た場合は、「交付要綱」第7条に定めております条件
に該当する場合（第7条の（２））、変更交付申請をご提
出ください。

5/18掲載

45 補助対象経費

専門的な資格等を持つ方に対する謝金を積算する
際、滋賀県の定める単価を用いる必要があるか。

その必要はありません。

5/18掲載

46 補助対象者

子ども食堂と家庭教育支援チームの２つを運営して
いる。どちらの団体での活動も健康に資する取組だ
と考えているが、どちらの団体として応募すべきか。

当補助金の趣旨により合致するのはどちらの団体で
の活動か、ご自身でご検討いただきご提出ください。

5/18掲載

47 補助対象経費

備品について、当該事業のみで使うものであれば補
助対象となるか。

ご理解のとおりです。

5/18掲載

48 その他

事業継続のための支援とは具体的にどういったこと
をしてくれるのか。

例えば、滋賀県産業支援プラザの事業継続支援を専
門とする部署におつなぎし、今後の活動についてサ
ポートいただけるようにするなど、必要に応じて様々
な機関とおつなぎすることで事業の継続を後押しし
ます。

5/18掲載

49 補助対象者

大学生が経営している法人は、大学生枠として申請し
たらよいか。

申請時点で大学生枠か一般枠かの区別はありませ
ん。事業内容などから審査の段階で判断します。 5/18掲載

50 提出書類

1.事業計画書の「連携が見込まれる団体等および連
携先に期待する役割」の記入例で①連携を予定して
いる団体、②連携を希望する団体と分けて記入され
ていますが、それぞれどのような違いがありますか。

1.①は計画の段階で連携できる可能性がおおむね確
実である団体（例：日ごろからつながりのある団体
や、これまでに面識のある団体など）②は計画の段階
では連携の可能性は未確定であるが、連携を希望す
る団体（例：これまで関わりがない団体など）です。

5/23掲載

51 その他

2.もし審査の結果助成いただけない場合であって
も、自主的に事業を推進するために連携団体等に対
し、貴庁からご紹介やお声がけ等いただけるのでしょ
うか。

2.「健康しが」共創会議は参画団体同士が連携してい
くためのプラットフォームとして常時活動しておりま
すので、連携のご希望がありましたら、可能な限りお
つなぎいたします。

5/23掲載

52 補助対象経費

1.常勤職員に対する人件費は計上できないとのこと
でしたが、常勤職員の交通費や宿泊費などは計上可
能でしょうか？

1.補助事業にかかる経費であれば対象になります。

5/23掲載

53 その他

2.「健康しが」ののぼりについて、イベント等を実施す
る際にのぼりを使用することととありますが、小サイ
ズのみの使用でも構いませんでしょうか？

2.使用するサイズは問いません。

5/23掲載

54 補助対象経費

1.ワークショップの講師に協力団体の方をお願いし
た場合、講師料を支払っても問題ないでしょうか。

1.補助事業にかかる取組であれば対象になります。

5/23掲載

55 補助対象経費

2.備品について金額でいくらからとか制限がありま
すか。例えば羽釜は5,000円ぐらいで購入できます
が、数年は使用できます。これは備品にあたります
か。

2.備品にあたるか判断する下限の金額は設けており
ません。備品にあたるかは各団体でご判断ください。
ただし、備品購入費は事業全体経費の2分の1以下
で、事業実施に不可欠と認められる場合のみ、経費と
して計上できます。なお、補助対象に選定された後の
補助金交付申請時に、消耗品費か備品購入費か費目
の修正をしていただく場合があります。

5/23掲載



令和5年5月26日現在
№ カテゴリ 質問内容 回答 備考

56 補助対象事業

当法人が、団体Aと連携して行う取り組み（甲）を応募し
た場合、団体Aが当法人と連携して行う取り組み（乙）を
団体Aが主体となり、応募することは可能でしょうか。＊甲と
乙は、全く異なる取り組みで連携団体が重なっているという
状況です。

可能です。

5/26掲載

57 その他

1.本事業で商品を製作する過程で生ずる工程を、地域施
設に委託として依頼する予定でいます。今後、事業を進め
ていく上で何らかの修正があり当初委託を予定していた先
を変更する場合も出てくると想定しています。これにより金
額に差異がでた場合は修正申請する必要がありますか？
またそれはどの程度の差異の時に必要でしょうか。

1.交付要綱第7条第1項各号に該当する場合、変更申
請の提出が必要です。金額に関しては第2号にありますとお
り、「補助金交付決定額の30％を超える補助金額の減額
がある」場合、提出していただくこととなります。 5/26掲載

58 補助対象経費

2.本事業のために使用する建屋を建築予定です。この場
合の費目を教えてください。（本事業でしか使わない建屋
です）

2.ご自身で材料を購入して、手作りされる場合は、材料費
にかかる消耗品費、業者に委託して建設される場合は、委
託費にあたります。 5/26掲載

59 補助対象経費

3.事業を進めるにあたり連携先の団体に助言・指導・また
一部委託をします。助言・指導は謝礼金、委託を委託費
と分けて申請したらいいですか？

3.基本的にはお見込みのとおりですが、助言・指導を含め
た委託の場合は、委託費になります。

5/26掲載

60 その他

1.消費税はこちらが負担する必要がありますか？ 1.ご負担いただく必要があります。ただし、消費税法第30
条第1項に規定する「仕入れにかかる消費税額の控除」の
適用を受ける事業者である場合、交付要綱第12条にある
とおり、消費税額確定後に「消費税等仕入れ控除額報告
書（別記様式第5）」をご提出ください。なお、補助金に
係る消費税等仕入れ控除税額があることが確定した場合
には、当該消費税等仕入れ控除税額を県に返還する必
要があります。

5/26掲載

61 補助対象経費

2.連携先団体のスタッフにこの事業に関わる部分のお仕事
をしてもらう時の人件費は助成の対象になりますか？

2.賃金として認められるのは、募集要項「Ⅰ　補助事業の
内容」「６．補助対象経費」にありますとおり、「交付対象
事業の実施のために臨時に雇用する場合」のみです。雇用
とは、自団体の従業員として人を雇うことを指します。自団
体で新たに雇用するのではなく、他団体（連携団体を含
む）の従業員に作業をお願いすることは、委託にあたりま
す。そのため、他団体に業務を依頼するのにかかる経費は、
委託料として計上してください。

5/26掲載

62 その他

3.認められた申請額の100%を助成していただけるのでしょ
うか？よくある補助金ですと、経費の1/3等の制限があるも
のが多いのですが。

3.当補助金は定額補助です。審査の結果、助成対象に
選定されても、応募された事業の内容などにより、事業費
全体のうちどれだけ助成を受けることができるかは、団体によ
り異なります。事業費全額が認められた場合は、100％の
助成になりますが、計画していた事業費よりも少ない額で
助成が認められた場合は、事業実施にかかる経費と助成
額の差額を、自己資金や参加料などで負担していただくこ
とになります。

5/26掲載


